


































パートタイム労働者の収入 配偶者控除 配偶老特別控除 控　除　額
70万円未満 38万円 38万円 76万円
70万円以上75万円未満 38万円 33万円 71万円
75万円以上80万円未満 38万円 28万円 66万円
80万円以上85万円未満 38万円 23万円 61万円
85万円以上90万円未満 38万円 18万円 56万円
90万円以上95万円未満 38万円 13万円 51万円
95万円以上100万円未満 38万円 8万円 46万円
100万円以上103万円未満38万円 3万円 41万円
103万円 38万円 0 38万円
103万円超　105万円未満 0 38万円 38万円
105万円以上110万円未満 0 36万円 36万円
110万円以上115万円未満 0 31万円 31万円




125万円以上130万円未満 0 16万円 16万円
130万円以上135万円未満 0 11万円 11万円
135万円以上140万円未満 0 6万円 6万円

























































































































































計画的調整 21．45 24．59 3L41 1．95 0．99 0．71 20．02
休暇等調整 10．75 1ユ．18 3L453．47 1．52 0．86 15．87
100万超えず 47．66 49．40 20．72 2．20 0．88 0．59 25．31
関係なく 4．52 5．48 8．15 73．38 80．66 82．94 26．78
わからない 15．63 9．35 8．27 19．00 15．95 14．91 12．01
?
100．00100．00100．00100．00100．00100．00 100．00







































































































































































































































































供給・水道業 14．1　　　　　　38．6　　　　　　32．1 1．9％運輸・通信業 21．2　　　　　　25．3　　　　　　19．4 3．5％卸　・小売業
飲　　食　　店 52．8　　　　　　34．9　　　　　　24．9 22．8％
金融・保険業 33．3　　　　　　15．7　　　　　　37．2 4．3％
不　動　産　業 33．2　　　　　　45．6　　　　　　12．7 6．7％
サービス業 37．3　　　　　　22．5　　　　　　16．6 12．3％
産　　業　　計 36．4　　　　　　33．9　　　　　　21．0 11．2％
注1）バッファー説（甲）lrl日の忙しい時間帯に対処」の割合
　　代替説1　　（乙）二「簡単な仕事内容」の割合
　　　　　　　　　　　：「人件費が割安」の割合代替説皿 （丙）
注2）Aパート（所定労働時間が正社員より短いパート）比率は，前
　　号論文の表14のパート比率（2欄）にAパートの割合（3欄）を
　乗じたもの。
資料）労働省「パートタイム労働老総合実態調査」（1990年実施）
分けて尋ねている。しかし，さほどの差はないので，これまでの理由につい
てみると，17の選択肢（3つ回答）のなかで「生産（販売）量の増減に応じ
て雇用調整が容易であるため」と「1日のうちの忙：しい時間帯に対処するた
め」の2つが3割をこえ，他より圧倒的に多い（この調査では回答数が少な
い）。「季節的な繁忙を補うため」をあわせると，どの業種もバッファー説を
支持するような結果になっている。「労働力不足要因」の回答も少ない。そし
て「人件費が割安となるため」は14．4％と少ない。ただ製造業が他業種より
多いのは，「労働省調査」と整合的な結果である。
　産業労働調査所の1993年調査はパートの雇用理由について，10の選択肢
（重複回答）を設けている。「業務に繁閑の差が多いから」（13．9％）と「仕
事量が減ったときに雇用調整が容易だから」（13．9％）はあまり多くなく，
「コスト管理のため」（45．2％）のほうが多い。また「補助的な職務を担当さ
せるため」や「単純・定型的な業務が多いから」が5割以上と多い。「労働力
不足要因」の回答は少ない。
一150一
パートタイマーの類型化（皿）　795
　このように調査により結果は異なるが，やはり偏りが少なくサンプル数が
多い「労働省調査」の結果を，まずは信頼すべきであろう。
　6．3　議論
　前項の分析では，「バッファー説」の典型業種にみえたのが卸小売業・飲
食店であった。しかし，その産業のなかの一つの企業でも，職場によって
パートの役割は異なるだろう。これまでの基幹型パートに関する研究の多く
が流通業パートであったし，ゼンセン同盟調査からも，多くの基幹型パート
がいると思われる。彼女たちは，けっしてバッファーとして利用されている
のではなく，むしろ正社員の代替として機能していよう。JIL調査の非正社
員の位置づけにおいて，卸小売業・飲食店が「基幹的労働力」がもっとも多
く，「正社員補助」がもっとも少なかったことも，一つの傍証であろう。
　さて，代替説の議論と基幹型パートをストレートに結びつけると混乱が生
じると思われるので，すこし議論の工夫を要する。
　この節のはじめで，代替説の内容を「技術進歩などで単純な技能ですむ仕
事がふえていき，それを担う低賃金労働力のパートタイマーが正社員にとっ
てかわる」と述べた。この内容には2つのポイントがあり，1）単純な技能
の仕事が増えることと，2）低い賃金で正社員にとってかわることである。
1）に重点をおく議論を，かりに代替説（1）で「労働力絶対的単純化説」
とよぶ。ここでは基幹型パートは生まれないし，そういった育成も必要でな
い。これに対して，単純労働が増えるのでなく，正社員なみの仕事をこなせ
る点に着目する議論で，これを代替説（ll）で「労働力相対的単純化説」と
よぼう。ここでは，パートの技能が伸び，正社員を代替する側面を強調す
る。正社員がやっていた仕事がパートでもするようになったので，労働力の
質が相対的に単純化したようにみえるので，このように命名する。
　この代替説の（1）と（のの区別は，「労働省調査」の事業所調査の選択
肢では，「簡単な仕事内容」と「人件費が割安」に対応しよう。さきの蓑24に
一！51一
796
も業種別にその割合を掲げておいた。表24をよくみると，（1）と（皿）の大
きさが必ずしも対応していない。たとえば，金融・保険業では「簡単な仕事
内容」は少なく，「人件費が割安」が多い。銀行でパートタイマーがOGを中
心に本格的に投入されているが，彼女たちの業務は，簡単な仕事内容とはと
ても思えない。
　このように議論を整理すると，バヅファ一説／代替説と基幹型パート／補
完型パートの関係はつぎのようになる。
バッファー説
代替説（1）
　労働力絶対的単純化説
代替説（ll）
　労働力相対的単純化説
派遣労働者，学生アルバイト，補完型パート
補完型パート，不熟練労働
基幹型パート
　バッファーとして活用される労働力は，派遣労働者，学生アルバイト，補
完型パートで，この順に賃金が高い。テンポラリー・ワーカーである派遣労
働者は専門能力があり，学生アルバイトは長時間勤務や昼以外の勤務にも就
労するから補完型パートよりも賃金が高い。またバヅファーとしての補完型
パ｝トは，景気循環や業務量の増減の影響をおおきく受け，雇用は不安定に
なり，賃金も高くないことが多い。
　代替説（1）は，補完型パートだけでなく，不熟練労働一般が利用され
る。賃金が安ければよいから，労働時間の長短は関係ない。補完型パートを
利用する理由は，6．！でも述べた「労働力不足」が関係しており，供給源
として主婦パート層が大きければ，これを雇用するしかないためである。
「労働力不足」要因と「代替説」との関係を産業別に比較すると，代替説
（1）（II）と「労働力不足」の相関関係は必ずしもはっきりとしないが，
「労働力不足」要因が平均より多い製造業と卸小売，飲食店において，代替
一152一
パートタイマーの類型化（皿）　797
説（ll）よりも代替説（1）のほうが，かなり大きくなっている（表25）。こ
れらから，とにかく人手不足，労働力不足から「簡単な仕事内容」ヘパート
を利用するといった企業行動がうかがえる。ただ，こうして採用されたパー
トタイマーも，もしより難しい仕事へ移っていけば，基幹型パートにもなり
うる。これが，単なるバッファーとしての補完型パートとは異なる点であ
る。
　代替説（ll）にあてはまるパートタイマーは，まさしく基幹型パートであ
る。彼・彼女たちは単純な仕事をやっているわけではなく，かつ正社員より
も賃金が低いので，彼女たちの技能が伸びれば伸びるほど，正社員を代替し
ていく。業務が減少したときに解雇されるような，バッファーでは決してな
い。正社員がより高度な仕事をできないと，正社員の雇用が危ういことにな
る。
　以上のようにとらえることにより，これまでの単純なパートの規定による
議論を，より実りあるものに変えていくことができるであろう。
　　　　　表25産業別パートタイム雇用理由一労働力不足と代替説
労働力不足　　　　代替説1　　　　代替説∬
鉱　　　　　業 16．7　　　　　　　　　　　　37，9　　　　　　　　　　　　　34．3　％
建　　設　　業 13．9　　　　　　　　　　　　44．5　　　　　　　　　　　　　0．3
製　　造　　業 32．1　　　　　　　　　　　　47．7　　　　　　　　　　　　　21．2
電気・ガス・熱
供給・水道業 12．1　　　　　　　　　　　　38．6　　　　　　　　　　　　　32．1
運輸・通信業 18．5　　　　　　　　　　　　25，3　　　　　　　　　　　　19．4
卸・小売業飲　　食　　店 30．9　　　　　　　　　　　　34．9　　　　　　　　　　　　24．9
金融・保険業 6．1　　　　　　　　　　　　15．7　　　　　　　　　　　　　37．2
不　動　産　業 11．1　　　　　　　　　　　　45．6　　　　　　　　　　　　　12．7
サービス業 20．4　　　　　　　　　　　　　22．5　　　　　　　　　　　　　16．6
産　　業　　計 26．0　　　　　　　　　　　　33．9　　　　　　　　　　　　　21．0
注）労働力不足：「学卒等一般の正社員の採用，確保が困難だか
　ら」と「パートだと人が集めやすいから」の平均
　　代替説1　：「簡単な仕事内容」の割合
　　代替説ll　：「人件費が割安」の割合
資料）労働省「パートタイム労働者総合実態調査」（1990年実施）
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